
愛媛県母子父子寡婦福祉資金貸付金債権回収業務仕様書 

 

 本仕様書は、愛媛県が実施する愛媛県母子父子寡婦福祉資金貸付金債権回収業務委託に

ついて仕様を定めるものであり、以下本文中「愛媛県」を甲、「受託者」を乙という。 

 

１ 委託業務名称 

  愛媛県母子父子寡婦福祉資金貸付金回収業務 

２ 業務目的 

  母子父子寡婦福祉資金貸付金に係る債権について、職業的専門家としての知識と実務

経験を有する者に回収業務を委託することにより、回収を促進し、滞納金の縮減を図る

とともに、居住地や連絡先が不明となっている者の居所調査等を実施し、今後の母子父

子寡婦福祉資金貸付制度の円滑な運用に資することを目的とする。 

３ 委託期間 

  契約の日から３年間 

４ 委託債権の詳細 

  委託する債権の詳細については、下記（１）～（３）とし、それぞれ各機関の貸付ご

とに個別に管理を行う。 

（１）委託する債権 

  原則として、委託時点において貸付金の償還期限がすべて経過しているものを対象と

し、以下のいずれかの条件で、甲が選定した債権を委託する。 

 ア 概ね１年以上納入がないもの又は納入が不定期となっているもの 

 イ 納入約束の不履行を繰り返しているもの 

 ウ 債務者等の支払の意思が確認できないもの 

 エ 債務者等の所在が不明なもの 

 オ 債務者等が遠隔地に居住しており、甲による訪問が困難なもの 

（２）除外する債権 

  以下のいずれかの条件に該当する場合には、委託する債権から除外する。 

 ア 訴訟等の法的措置を実施している債権 

 イ 破産又は免責となった未払者に係る債権 

 ウ 償還金の支払を猶予している債権 

 エ 甲が自ら回収を行うと判断した債権 

 オ その他委託することが適切でないと甲が判断した債権 

（３）対象債権の追加、修正及び中止 

 ア 甲は、事前の取り決めのない債権について委託の追加を行う際は、乙の了承を得た

後、乙に委託するものとする。 

 イ 甲は、乙への対象債権の情報提供後、提供した情報と異なる事実が発覚した場合は、

速やかに乙に報告するものとする。 

 



 ウ 乙は、対象債権のうち、特定の債権について、甲から委託の中止の申出があった場

合、これに応じるものとする。 

 エ 乙は、特定の債権について、反社会的勢力に該当するものであることが判明した際

は、速やかに甲に報告すること。 

 オ アからエまでの事実が発生した場合には、債権数及び債権金額を相互に確認するも

のとする。 

５ 委託業務の内容 

  委託を行う業務は、下記（１）～（８）とし、それぞれ各機関の貸付ごとに個別に管

理のうえ業務を行う。 

（１）督促業務 

 ア 対象債権の借受人、連帯借主及び連帯保証人（以下、「債務者等」という。）に対し

文書や電話等により督促すること。 

   但し、保証人については、共同保証人の分別の利益が存在する。（民法第 456・427

条）※各保証人が全額を弁済すべき旨の特約はなし。 

   なお、乙は、甲から受託した旨の通知を、債務者等に対し実施すること。 

 イ 債務者等の納付の意思及び納付予定時期等を確認すること。 

 ウ 債務者等との聞き取り状況を記録すること。 

 エ 債務者等からの照会へ回答すること。 

 オ 必要に応じて債務者等を訪問すること。 

   但し、必ずしも債務者全員を訪問する必要はない。訪問が必要かどうかは乙に一任

する。 

（２）債権回収業務 

 ア 債務者等から回収する未収金の受入口座として、専用の普通預金口座（無利息）を

設けること。 

 イ 銀行、郵便局、コンビニ等による債権の収納を行うこと 

   なお、手数料は債務者等の負担とする。 

（３）収納業務 

 ア 乙は、本業務専用の決済用預金口座を金融機関で開設し、回収した未収金を適切に

保管すること。また、債務者等が金融機関へ振り込む場合の受取用口座も当該口座と

すること。 

 イ 債務者等から乙へ納付する際に、振込手数料が発生する場合は、債務者等の負担と

しても差し支えない。 

 ウ 債務者等からの未収金の収納を確実かつ正確に行うこと。 

 エ 債務者等から現金を領収する場合には、必ず領収書を交付すること。 

 オ 債務者等が分納を希望する場合は、入金予定時期の管理及び入金状況の把握を的確

に行うこと。 

   なお、入金額に対応する償還回数（償還明細のうち何回目の償還か）についても管

理すること。 



（４）債務者等から回収した未収金の甲への払込業務 

 ア 回収した未収金は、毎月ごとに１日から 15 日までの収納分を 15 日から起算して７

日（日曜日及び土曜日、国民の休日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）に規定

する休日並びに１月１日から３日まで及び 12 月 29 日から 31 日までの日を除く。以

下、この項において同じ。）以内に、16 日から月末までの収納分を月末から起算して

７日以内に、甲が送付する払込書により払い込むこと。なお、手数料が発生する場合

は乙が負担すること。 

イ 契約期間終了後に回収した未収金がある場合は、直ちに甲に報告のうえ、上記５（３）

アの方法により払い込むこと。この場合の委託料及び振込手数料は支払わない。 

（５）債務者等に関する調査業務 

 ア 転居等により請求先が不明となった債務者等について、居所・連絡先等の調査を行

うこと。 

 イ 債務者等の住所等について委託時から異動のあった事項を的確に把握すること。 

 ウ 必要に応じて債務者等を訪問し、債務者等の状況を的確に把握すること。 

 エ 調査の結果、回収不能と判断する債務者等については、甲に調査内容を記載した調

査報告書を提出すること。 

（６）債務者等との納付相談 

 ア 債務者等から納付等に関する相談を受けた場合は、債務者等の状況を考慮のうえ、

真摯に対応すること。 

 イ 分納の相談等を受けた際には、必要に応じて甲と協議すること。 

（７）未収金回収に係る報告書の作成、報告義務 

 ア 定期報告 

   乙は、月末時点における対象債権について、翌月７日（当該日が県の閉庁日の場合

はその前日）までに次の書類を紙媒体及び電子媒体により甲に提出すること。 

 （ア）委託債権回収にかかる月次業務報告書 

 （イ）委託債権額の回収等異動状況一覧 

 （ウ）月次入金報告書 

 （エ）乙が回収した収納情報を業務システムに取り込むために必要となる収納データ 

   （別紙要件定義書のとおり） 

 イ 随時報告 

   乙は、次のいずれかに該当する場合は速やかに甲に報告すること。 

 （ア）委託した債権が４（２）に該当することが判明した場合 

 （イ）支払方法についての相談があり、報告が必要であると判断した場合 

 （ウ）債務者等に関する調査業務により、居所等が判明した場合 

 （エ）債務者等とのトラブル、苦情があった場合 

 （オ）その他債務者の状況等について、甲が個別に照会した場合 

（８）甲への助言業務 

   具体的な業務内容は、以下のとおりとする。 



 ア 甲への定期訪問 

 イ 債権回収結果の報告 

 ウ 受託債権について今後の見通し報告 

 エ 異業種の回収スキーム紹介及び業界に関する情報提供 

６ 提供する情報等 

  委託業務を遂行するにあたり、甲が提供する債務者の個人情報の提供範囲は、委託契

約締結時までにおいて把握しているものとし、その内容は下記のとおりとする。 

  また、甲は必要に応じて委託対象債務者の情報を乙に随時提供するものとする。 

（１）借受人の基本情報 

   貸付番号、氏名（漢字・カナ）、生年月日、住所（判明している場合）、電話番号（判

明している場合）、未収金額、償還明細 

（２）連帯借主・連帯保証人の基本情報 

   氏名（漢字・カナ）、生年月日、住所（判明している場合）、電話番号（判明してい

る場合） 

（３）その他本業務を遂行するうえで必要な情報 

７ 業務実施体制 

（１）総括責任者等の配置 

  本事業の進捗を管理する総括責任者を１名配置すること。 

  本契約に係る会計、人事管理等庶務に関する担当者を明確にしておくこと。 

  なお、総括責任者との兼務は妨げない。 

（２）実施体制表の作成 

  乙は、契約締結後、速やかに本委託業務の実施体制を作成し、提出すること。 

８ 執行の適正を期するための検査等について 

  甲は事業の執行の適正を期するため必要があるときは、乙に対して報告させ、又は、

事務所に立ち入り、関係帳簿類、その他の物件を検査し、若しくは関係者に質問を行う

場合がある。 

９ 提出書類 

（１）委託業務実施計画書 

  乙は、契約締結後、速やかに業務実施に係る計画書を作成し提出すること。 

（２）委託業務報告書 

  乙は、業務の進捗状況に係る報告書（月次・年次）を作成し提出すること。 

（３）委託業務完了報告書 

  乙は、業務完了後に、委託業務完了報告書を提出すること。 

10 関係書類等の整備 

  乙は、本業務に関する関係帳簿類を整備し、業務終了後５年間保管すること。 

11 委託料 

（１）委託料の金額 

 ア 委託料の支払は成功報酬型とし、原則、業務に必要な設備、人材、機材等を準備す



るための費用及び付随する事務費その他一切の諸経費を含むものとする。 

 イ 本業務により乙が回収した金額に成功報酬率を乗じ、これに消費税及び地方消費税

相当額を加えた金額（１円未満の端数切捨）の合計額を委託料とする。 

   ただし契約期間終了後に回収した未収金はこれに含まず、５（４）イのとおり扱う

ものとする。 

 ウ 委託料は、各年度ごとに、甲乙協議のうえ上限額（消費税及び地方消費税相当額を

含む。）を設定することとし、年度中の支払額合計は、回収実績によらず当該額の範

囲内とする。 

 エ 本業務を行うにあたり、成功報酬率による金額の計算が不可能な諸経費がある場合

は、別途固定費用として計上する。 

（２）支払方法 

  甲は、９（３）による毎四半期の最終月末時点における委託業務精算書の検査実施後、

契約書に基づく適法な請求書を受理した日から 30 日以内に乙が指定する金融機関の口

座に振り込むものとする。 

12 業務の適正な実施に関する事項 

（１）関係法令の遵守 

  乙は、この事業を実施するに当たり、母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和 39 年法

律第 129 号）、母子及び父子並びに寡婦福祉法施行令（昭和 39 年政令第 224 号）、母子

及び父子並びに寡婦福祉法施行規則（昭和 39 年厚生省令第 32 号）、母子及び父子並び

に寡婦福祉法施行細則（昭和 40 年愛媛県規則第 19 号）、労働基準法（昭和 22 年法律第

49 号）、最低賃金法（昭和 34 年法律第 137 号）、労働契約法（平成 19 年法律第 128 号）

その他関係法令を遵守すること。 

（２）業務の一括再委託の禁止 

  乙は、業務を一括して第三者に委託し、又は請け負わせることはできない。 

（３）個人情報保護 

  乙は、提供された情報及び業務上知り得た個人情報については、個人情報の保護に関

する法律（平成 15 年法律第 57 号）及び別記「個人情報取扱特記事項」に基づき、個人

情報の取扱いに十分留意し、漏えい、滅失及び毀損の防止その他個人情報の保護に努め

ること。 

（４）守秘義務 

  乙は、業務を行うに当たり、業務上知り得た秘密を漏らし、又は自己の利益のために

利用することはできない。また、業務終了後も同様とする。 



（別紙）要件定義書

ファイル形式

文字コード

項番 属性 桁数 必須

1 数字 3

2 数字 5

3 数字 2

4 数字 3

5 数字 2

6 数字 35

7 数値 12

8 数字 8

9 数字 8

10 文字列 2

11

12

13

14

15

連携ファイル仕様

連携ファイル 個別システム収納データ 固定長

ファイル名 「01.ファイル仕様」参照 Shift-JIS 改行コード：なし

ファイル名の説明

愛媛県母子父子寡婦福祉資金貸付システムへ収納データを連携する。 帳票区分 <ファイル単位>
年度
収納キー

帳票区分
年度
収納キー

01.ファイル仕様

抽出条件 ファイル出力順 明細行単位

その他

(1)ファイル名
・母子父子寡婦福祉資金：B.B.B.BOSIKAFU
(2)コード長：80バイト
(3)媒体：磁気ディスク

02.ファイル項目

項目名 内容 書式 備考

帳票区分 抽出データごとに設定
"112"～"114"

父子福祉資金→112
母子福祉資金→113
寡婦福祉資金→114

所属コード 収納済ＭＴファイル.所属 本庁分→20300
東予地方局分→50114
中予地方局分→52117
南予地方局分→54114

出納区分 収納済ＭＴファイル.出納区分 0埋めで可

年度 収納済ＭＴファイル.歳入年度 元号＋和暦２桁 0埋めで可

会計 収納済ＭＴファイル.会計 0埋めで可

収納キー 収納済ＭＴファイル.収納キー 1桁～3桁→0埋めで可
4桁～13桁→貸付番号の2桁目以降
14桁～15桁→0埋めで可
16桁～18桁→償還回
19桁～35桁→0埋めで可

金額 収納済ＭＴファイル.金額 償還された金額

収納日 収納済ＭＴファイル.収納日 "YYYYMMDD"形式 対象者が償還した日

歳入日 収納済ＭＴファイル.歳入日 "YYYYMMDD"形式 受託者から県が収納した日
※収納後、県から日付の連絡を予定余白

1



個人情報取扱特記事項 

 

 （基本的事項） 

第１ 乙は、個人情報保護の重要性を認識し、この契約による業務の実施に当たっては、個人の権利利

益を侵害することのないよう、個人情報の適切な管理を行わなければならない。 

 

 （秘密の保持） 

第２ 乙は、この契約による業務に関して知り得た個人情報をみだりに第三者に漏らしてはならない。

この契約が終了し、又は解除された後においても、同様とする。 

２ 乙は、この契約による業務に関わる責任者及び従事者に対して、在職中及び退職後において、この

契約による業務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用し

てはならないこと、これに違反した場合は、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）の

規定に基づき処罰される場合があることその他個人情報の適切な管理に必要な事項に関する研修をし

なければならない。 

 

 （保有の制限） 

第３ 乙は、この契約による業務を行うために保有する個人情報は、業務を達成するために必要な最小

限のものにしなければならない。 

 

 （安全管理措置） 

第４ 乙は、この契約による業務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失又は毀損（以下「漏えい

等」という。）の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

２ 乙は、この契約による業務の責任者及び従事者を定め、書面により甲に報告しなければならない。 

３ 乙は、責任者及び従事者を変更する場合は、事前に書面により甲に報告しなければならない。 

４ 乙は、従事者の管理体制及び実施体制並びにこの契約による業務で取り扱う個人情報の管理の状況

についての検査に関する事項について書面により甲に報告しなければならない。 

 

 （利用及び提供の制限） 

第５ 乙は、甲の指示又は承認があるときを除き、この契約による業務に関して知り得た個人情報の内

容を契約の目的以外の目的に利用し、又は提供してはならない。 

 

 （複写、複製の禁止） 

第６ 乙は、この契約による業務を処理するために甲から提供された個人情報が記録された資料等を、

甲の承諾なしに複写し、又は複製してはならない。 

 

 （再委託の禁止等） 

第７ 乙は、この契約による個人情報を取り扱う業務を第三者に委託（以下「再委託」という。）して

はならない。 

２ 乙は、この契約による業務の一部をやむを得ず再委託する必要がある場合は、再委託先の名称、再

委託する理由、再委託して処理する内容、再委託先において取り扱う個人情報の内容、再委託先にお

ける安全性及び信頼性を確保する対策並びに再委託先に対する管理及び監督の方法を明確にした上で、

業務の着手前に、書面により再委託する旨を甲に申請し、その承諾を得なければならない。 

３ 前項の場合、乙は、再委託先に本契約に基づく一切の義務を遵守させるとともに、甲に対して、再

委託先の全ての行為及びその結果について責任を負うものとする。 

４ 乙は、再委託先に対して、再委託した業務の履行状況を管理及び監督するとともに、甲の求めに応

じて、その管理及び監督の状況を適宜報告しなければならない。 

５ 前各項の規定は、再委託先が委託先の子会社（会社法（平成17年法律第86号）第２条第１項第３号

に規定する子会社をいう。）である場合も、同様とする。 



 

 （派遣労働者利用時の措置） 

第８ 乙は、この契約による業務を派遣労働者に行わせる場合は、派遣労働者に対して、本契約に基づ

く一切の義務を遵守させなければならない。 

２ 乙は、甲に対して、派遣労働者の全ての行為及びその結果について責任を負うものとする。 

 

 （資料等の返還等） 

第９ 乙は、この契約による業務を処理するため甲から提供を受けた個人情報が記録された資料等は、

業務完了後直ちに甲に返還するものとする。ただし、甲が別に指示したときは、その指示に従うもの

とする。 

２ 乙は、この契約による業務を処理するため乙自らが取得し、又は作成した個人情報が記録された資

料等は、業務完了後速やかに、かつ確実に廃棄又は消去するものとする。ただし、甲が別に指示した

ときは、その指示に従うものとする。 

 

 （個人情報の運搬） 

第10 乙は、この契約による業務を処理するため、又は業務完了後において個人情報が記録された資料

等を運搬するときは、個人情報の漏えい等を防止するため、乙の責任において、確実な方法により運

搬しなければならない。 

 

（実地検査） 

第11 甲は、乙がこの契約による業務に関して取り扱う個人情報の管理体制、実施体制及び管理の状況

等について、随時実地に検査することができる。 

 

（指示及び報告等） 

第12 甲は、乙がこの契約による業務に関して取り扱う個人情報の適切な管理を確保するため、乙に対

して必要な指示を行い、又は必要な事項の報告若しくは資料の提出を求めることができる。 

 

 （事故時の対応） 

第13 乙は、この契約による業務に関し個人情報の漏えい等の事態が生じ、又は生じたおそれがあるこ

とを知ったときは、その事態の発生に係る帰責の有無に関わらず、直ちに甲に対して、当該事態に関

わる個人情報の内容、件数、原因、発生場所及び発生状況を書面により報告し、甲の指示に従わなけ

ればならない。 

 

（損害賠償） 

第14 乙は、その責めに帰すべき事由により、この契約による業務の処理に関し、個人情報の取扱いに

より甲又は第三者に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。再委託先又は派遣労

働者の責めに帰する事由により甲又は第三者に損害を与えたときも同様とする。 

 

（契約の解除） 

第15 甲は、乙がこの個人情報取扱特記事項に違反していると認めたときは、この契約の全部又は一部

を解除することができる。 

 

 


